




































































































































































































































































































































































































































という場合には，taylor-goody「new risks, new welfare」，宮本太郎／大沢真理の「新たな社会
的リスク」岩田正美の「新たな福祉問題群」，小笠原浩一の「行動的病理と生の所与性」と「主
体像」の関係から把握される生活リスクを参考にしている。































賀県東近江市から 2011年 7月から 9月の 3ヶ月間に行政業務の支援を目的にした職員派遣の
支援を受けた。詳細は，右記を参照。http://www.shigahochi.co.jp/info.php?type=article&id= 
A0007930
 9） この点については，イギリスにおいてシーボーム報告の内容を受けて 1970年に地方社会サー
ビス法が制定されコミュニティケアを打ち出した点，続いて 1982年のバークレー報告でコミュ
ニティソーシャルワークという考え方が提唱された点，そして 1988年のグリフィス報告にお
いて両者を一体的かつ計画的に推進することを狙いとしてあげた点は参考になる。現在の地域
包括ケアの課題は，コミュニティソーシャルワーク機能との連携であり，そのことはインフォー
マル資源の組織化ならびにソーシャルワーク展開におけるニーズ把握が往還的に行われること
を意味する。このような福祉政策と福祉臨床までを総体化することが，地域福祉計画が画に描
いた餅に終わらず，有機的かつ実行性を担保するために重要になる。
10） 社会的リスクは，地域福祉の特質である地域の先端的問題を実験的・開発的に実践の中で問題
解決を図っていく上で改めて位置づけられなければならない領域であり，社会的リスクの地域
福祉理論への位置づけは改めて検討されなければならない。先行的な研究としては，福祉社会
開発という概念提起（野口）が，これら社会的リスクを包括的に捉える視座を有している。さ
らに，本稿では社会的リスクを社会保障と社会福祉の接合問題，すなわちマクロ・ソーシャル
ワークにおけるアドミニストレーション上の課題として位置づけ，今後の地域福祉における中
心的課題として再度位置づけることを試みている。
